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会 長 賞 選 考 概 要 
〔会長賞〕 
○北海道電力純揚水式京極発電所上部調整池建設工事への情報化施工（ＩＴ施工）シス

テム導入と実績について 
 ３Ｄ－ＣＡＤ技術とＧＰＳや自動追尾トータルステーションなどの測位技術、マシ
ンコントロール技術など今まで個別で開発・適用されていた複数のＩＴ技術を融合し、

施工形状の複雑なダム施工に伴う基礎部、法面部の土工工事へ適用し調査・設計・施工・

施工管理までの各段階を一連のシステムで管理できる実用域まで技術を高め、施工効率

や生産性向上に効果を上げていることが評価された。 
 
〔貢献賞〕 
○ソイルセパレータ工法トータルシステム 
      ～建設発生土の大容量リサイクルシステム～ 
 浚渫により発生する大量の泥水に対して連続処理可能な比較的簡易なプラントを開

発し、分粒・脱水・減容化を図ることで従来必要であった産業廃棄物処理を大幅に削減

したばかりでなく、空港等造成など大量の土砂を必要とする事業へのリサイクルも実現

し、廃棄物処分量の削減だけではなく建設材料購入費用の低減にも大きな効果を挙げて

いることが評価された。 
 
 
〔奨励賞〕 
○地下鉄 13号線建設工事における環境負荷低減の取組み 
 地下鉄工事に伴い発生する環境負荷に対して、汚泥の低減工法を積極的に採用してい

るほか、トンネル内の工事騒音や排気ガスに対してはテレスコピッククラムシェルをは

じめとした各種建設施工機械について電動化や酸化触媒付ダンプを採用するなどして

低減効果をあげている。特に電動テレスコピッククラムシェルの開発では、発注者、施

工者、メーカーが三位一体となり開発を進めリスクとメリットを共有してきた取組み姿

勢が評価された。 
 
 
〔奨励賞〕 
○「ＳＭＷ新造成システム」の開発と実用化 
 ＳＭＷという広く使用される工法において駆動位置を地中に移した施工機械を開発

し、施工精度や施工性の向上だけでなく、掘削駆動部を地中へ移したことで騒音低減に

も効果をあげており、今後の適用拡大が期待できることが評価された。 
 



【会長賞】   北海道電力純揚水式京極発電所上部調整池建設工事への 
情報化施工（ＩＴ施工）システム導入と実績について 

 
鹿島建設㈱ 京極発電所上部調整池工事事務所 

北海道電力㈱ 京極水力発電所建設所 
㈱トプコン販売 

 北海道電力㈱が虻田郡京極町に建設を進めている純 

揚水式京極発電所の上部調整池工事は、広範囲な面積 

を改変する大規模な土工事と内側全面のアスファルト 

フェーシング舗設を含んでおり、縦横断的には約 70％ 

が曲面により構成されているプール形式の調整池であ 

る。また、建設地点は豪雪寒冷の厳しい気象条件のた 

め、年間稼動期間が夏季の５ヶ月間に限定されること 

から、複雑な形状での大土工量の急速施工を実施しな 

ければならなかった。 

今回、上記の対策として３次元ＣＡＤによる設計データ、ＧＰＳ等による３次元測位及び重機の油

圧制御技術を融合した３次元施工システムを中心に調査・設計・施工・施工管理までを一連のシステ

ムで管理できるＩＴ施工管理システムを開発・導入した。本システムの導入により以下に示す効果を

得ることができた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本システムは導入後３年が経過する中で、様々な改良や開発を行った結果、実用的なシステムの域

に達し、施工の合理化・省力化を推進するとともに、同種工事への水平展開にも大きく貢献した。 
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出出来来形形のの測測定定  

ＩＴ施工管理システムイメージ 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 3 次元施工状況 

3 次元施工情報表示画面 

ﾊﾞｯｸﾎｳ 3 次元施工状況 
3 次元施工情報表示画面

① 出来形図の自動作成、土量、面積等の自動数量

計算が可能となった。 

② 盛立て位置、切出し位置を現場で現況地形を認

識しながら自動的に表示できるので、測量のた

めの内業及び測量作業自体が、大幅に削減でき

る。また、丁張りを設置することなく施工可能

なため、大規模な土工事にもかかわらず少人数

での現場管理が可能となった。 

③ 重機土工工事における多大な省力化・省人化と

高い施工精度を確保することが可能となった。

④ 土工事では初めて、面的な管理が可能となり、

各層毎のトレーサビリティを保証することが可

能となった。 

⑤ 出来形の数量計算及び出来形図の作成が迅速に

なり、土工事における運搬計画、土量変化率の

算定が迅速に行うことが可能となった。 

⑥ 建設 CALS を意識した、土量計算、出来形図、施

工管理図等の電子納品が設計及び施工からの一

連の流れの中で可能となった。 

出来形数量の自動作図・数量計算・各種帳票作成

(施工前) (施工後) 



ソイルセパレータ工法トータルシステム 
～建設発生土の大容量リサイクルシステム～ 

 
東亜建設工業株式会社 

 
ソイルセパレータ工法トータルシス

テムは、建設発生土を砂とシルト・粘

土分に分級して砂を取り出す「分級・

脱水システム（写真－１）」と、泥水中

のシルト・粘土分を凝集・脱水する「固

液分離システム（写真－２）」から構成

されます。両システムは、大量の泥水

を連続処理することが可能であるため、

大量に発生する建設発生土を 100%リ
サイクルすることが可能になりました。 
本システムは、①大量な建設発生土

の連続処理が可能、②従来工法に比べ

て工事費が安価、③分級性能が非常に

優れている（工事実績：分級砂の細粒

分含有率 2%、砂分回収率 91%）など
の特徴があります。 
平成 14年度および 15年度には、関
門航路で発生する浚渫土砂約 48万m3

に分級・脱水システムが適用されまし

た。その結果、浚渫土砂から約 35 万
ｍ3 の砂を取り出し、新北九州空港建

設の覆土材として有効活用することが

できました。また、土砂処分量を 1/3 
に減らしたことにより土砂処分場の延命化にも貢献することができました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
脱水ベルトコンベアからの砂分排出状況             施工管理装置 

分級砂計量ベルトコンベア ソイルセパレータ

写真－１ 分級・脱水システム 

写真－２ 固液分離システム 

脱水ベルトコンベア

  

凝集剤タンク 

迂流式水路 

フロック分離箱 

「貢献賞」 



「奨励賞」 「地下鉄１３号線建設工事における環境負荷低減の取組み」 

東京地下鉄株式会社 

株式会社小松製作所 

１．背景 

東京地下鉄株式会社は、地下鉄事業者の建設部門お

よび自治体を除く発注団体として平成 11 年 3 月に国

内で初めて環境マネジメントシステムの国際規格で

ある ISO14001 を認証取得している。また、工事発注

者の立場として、近年の地球規模の環境や都市環境の

問題を真摯に受けとめ、地下鉄 13 号線の建設工事で

は環境への負荷の低減に関する数々の取り組みを積

極的に推進してきている。 

 

２．環境負荷低減の取組みの概要 

主な取組みは①電動テレスコクラムシェルおよび電動ラフテレン

クレーンを導入することによって、排気ガスや騒音などの環境負荷

を低減する「電動化建設機械」の採用、②土留め杭の杭打ち工事に

伴う発生土を改良し、エコソイルとして再利用する「エコウォール

工法」の採用、③先行削孔時にセメントミルク注入分の土砂を抜取

り、泥土発生量を抑制する「汚泥制御ＳＭＷ工法」の採用、④支障

埋設物の移設工事や杭打ち布掘りの埋め戻しに際しての「再生砂」

の利用、⑤産廃を削減するために木材に代わる「軽量鋼矢板」の土

留め壁への使用、⑥発生土の搬出先を有明北地区や豊洲地区の埋め

立てなどを指定して 100%再利用する「発生土のリサイ

クル」、⑦酸化触媒装置や CNG車の導入による排気ガ

スの環境への負荷を低減する「建設工事用車両の排気

ガス減少装置」の導入など工事全体の環境負荷低減に

取り組んでいる。 

 

３．技術的・経済的効果 

 建設機械や工事用車両から発生する CO2や有害ガス

の発生の抑制や騒音の低減などに大きな効果があった。

また、建設工事では建設発生土の抑制や再利用・リサ

イクルを積極的に推進した結果、最終処分土を大幅に

低減した。 
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「奨励賞」       ＳＭＷ新造成システムの開発と実用化 

                         大成建設㈱、成幸工業㈱、成和機工㈱ 

技術概要 

 本技術は、従来のソイルセメント柱列壁工法における課題を解決し、大深度の施工を高精度に

行うことを可能にした、画期的な高精度原位置混合攪拌工法を開発し、実用化したものである。 

新工法は、スクリュを装備した三軸独立の駆動部（中空油圧モータ）が土中を掘り進むシステ

ムで、従来の地上駆動部を地中に移すことで、駆動力を地盤へ直に伝達し、高能率施工を実現す

る。さらに、連続計測システムにより、リアルタイムに掘削変位を把握して迅速な修正を行い、

高精度の施工を可能とした。 

技術開発は、次の３つを目標として、従来の課題を次のように解決した。        

 1) 施工精度・品質の改善                         

 2) 施工性の向上 

  3) 環境負荷の低減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

従来は地上にあった駆動部を地中に移し、駆動力を地盤に

有効に伝達することで、掘削時の孔壁の曲がりを減少させ

た。さらに、掘削精度を連続的に計測できるシステムを開発

して、曲がり始めの段階で迅速に対処することで高精度施工

を確保することが可能となった。駆動部を地中に移すことに

より、掘削能力が向上し、大深度および硬質地盤において、

先行削孔が不要となり、施工効率が高く経済的な工法となっ

た。さらに、駆動部を地中に移すことにより、従来のＳＭＷ

工法に比べて、削孔機周辺の機械の駆動による騒音を減少さ

せることができた。 
地盤条件として、厚く軟弱な沖積粘土層の真下に硬質の沖

積砂礫層が続く強度の急変する地質構造で、掘削径φ

900mm、ピッチ＠600mm、造成長 40.5ｍ、応力材 H700×
300×13×24 L＝40.0ｍの施工において、以下のような効
果が得られた。 
① 従来型ＳＭＷ工法は、1/150～1/200 の削孔精度である

が、新工法では、掘削精度が向上し 1/400～1/500 の精

度となった。 

② 従来型ＳＭＷ工法と比べて、削孔時間は長いが、先行削

孔が不要なことと削孔精度の向上により応力材建て込

み時間が短縮し、全体の施工時間が短くなり約 30％の

工程短縮が可能となった。 

③ 施工機から 30ｍ離れた地上面において、夜間に騒音測

定を行った結果、従来型ＳＭＷ工法は 75ｄＢであり、

新工法は暗騒音と同等の 70ｄＢであり、騒音を低減で

きた。 

 

 
新工法施工状況 

 

固固定定ﾛﾛｯｯﾄﾄﾞ゙  （（非非回回転転））  

固固定定軸軸がが貫貫通通  

中空油圧ｱｳﾀｰﾓｰﾀ 

中空油圧ｲﾝﾅｰﾓｰﾀ 
ｵｰｶﾞ 

 
新工法施工概念図 
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